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（単位：億円）

介護分

70,721 70,721 5,854 -

任意継続保険料 1,338 1,149 94 ▲ 189

国庫補助金等 11,762 11,768 1,225 6

201 171 0 ▲ 30

準備金戻入 0 - - -
（小計） 76,636 7,173

短期借入金 9,322 - ▲ 9,322

93,345 83,809 ▲ 9,536

45,551 46,099 - 549

28,388 28,283 - ▲ 104

6,949 6,949 6,949 1

1,297 976 1 ▲ 321

66 78 - 12

1,769 1,422 222 ▲ 347
（小計） 76,635 7,172

9,327 2,411 ▲ 6,916

93,345 86,219 ▲ 7,126
0 ▲ 2,410 ▲ 2,410

222

(注1)

(注2)

平成22年度全国健康保険協会（健康保険）決算報告書の概要

健康保険勘定の収入は8兆3,809億円となっており、その主な内訳は、保険料等交付
金が7兆721億円（84.4％）、任意継続被保険者保険料が1,149億円（1.4％）、国庫補助
金・負担金が1兆1,768億円（14.0％）等となっています。

健康保険勘定の支出は8兆6,219億円となっており、その主な内訳は、保険給付費が
4兆6,099億円（53.5％）、後期高齢者支援金等の拠出金等が2兆8,283億円（32.8％）、
介護納付金が6,949億円（8.1％）、業務経費・一般管理費が976億円（1.1％）等となって
います。

22年度予算
（①）

22年度決算（②）
差額（②-①）

医療分

健康保険勘定の財政収支については、準備金繰入及び借入金償還金を含んだ収
支差は▲2,410億円となっていますが、借入金償還金等を除いた収支差は1,423億円
になります。

※ 借入金償還金には短期借入金に係る利息（1億円）が含まれているため、これを
含めた収支差は1,422億円となります。

保険料等交付金は国の歳出予算額を限度として交付されるものであり、22年度に国
において収納された保険料収入等のうち、1,475億円（見込み）は未交付であり23年度
に交付される。

収

入

保険料等交付金 64,868

1,055

10,543

その他 171

-

計

収支差

支

出

保険給付費 46,099

拠出金等 28,283

介護納付金 -

業務経費・一般管理費 975

78

準備金繰入 1,199

借入金償還金

計

その他

短期借入金は、予算では執行上の制約から期中に借りられる1回当たりの最大借入額を計上し、その額に基づく必要額を借
入金償還金として計上している。決算においては、年度末の収支差を表すため期中の借入額及び返済額は相殺して表示して
いる。この結果、短期借入金は年度末の借入残額がないため計上しておらず、借入金償還金は前年度に借りて今年度に返
済した額（前年度末短期借入金残高）と借入れによる利息支払額を計上している。

計数は、四捨五入のため一致しない場合がある。

1,773 1,423
準備金戻入、短期借入金、準備金繰入及
び、借入金償還金を除いた収支差

▲ 3501,201
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➢

➢

➢

（単位：億円）

予算額(ａ) 決算額(ｂ)
予算決算
差額(b-a)

356 356 -

15 15 ▲ 0

32 32 0

78 78 -

1 1 0

5 5 ▲ 0

487 487 ▲ 0

289 276 ▲ 13

111 113 1

32 32 ▲ 0

40 35 ▲ 5

0 1 1

3 - ▲ 3

10 29 19

487 487 ▲ 0

0 0 -

10 29 19

支

出

保険給付費

拠出金等

介護納付金

予備費

準備金繰入

計数は、四捨五入のため一致しない場合がある。

計

平成22年度全国健康保険協会（船員保険）決算報告書の概要

船員保険勘定の収入は487億円となっており、その主な内訳は、保険料等交付金が356億円
（73.1％）、任意継続被保険者保険料が15億円（3.1％）、国庫補助金・負担金が32億円
（6.6％）、職務上年金給付等交付金が78億円(16.0％)、準備金戻入が5億円(1.0％)等となってい
ます。

船員保険勘定の支出は487億円となっており、その主な内訳は、保険給付費が276億円
（56.7％）、後期高齢者支援金等の拠出金等が113億円（23.2％）、介護納付金が32億円
（6.6％）、業務経費・一般管理費が35億円（7.2％）、準備金繰入が29億円（6.0％）等となってい
ます。

船員保険勘定の財政収支については、準備金繰入を除いた単年度の純粋な収支は29億円
の黒字となります。

22年度

職務上年金給付等交付金

その他

任意継続保険料

業務経費・一般管理費

その他

収

入

保険料等交付金

国庫補助金等

計

準備金戻入

収支差

準備金繰入を除いた収支差

(注1)
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協会会計と国の会計との合算ベースでの収支と協会決算との相違（22年度医療分）

【国】

年金特別会計
健康勘定

22年度保険料収入
のうちの未交付分 1,341億円

保険料
66,288億円

【国】

年金特別会計
業務勘定

業務勘定繰入
（適用・徴収経費）

184億円

（収入） （支出）
保険料等交付金 64,868億円 保険給付費 46,099億円
任継保険料 1,055億円 拠出金等 28,283億円
国庫補助金等 10,543億円 業務経費・一般管理費 975億円
その他 171億円 その他 78億円

保険料等交付金
64,868億円

任継保険料
1,055億円 協会

決算

合算ベース
による収支

（保険料率算定
の基礎）

・
支部別収支

独立行政法人納付金等
（社会保険センターの施設売却益等）

115億円

【協 会】

保
険
料
収
入

過誤納保険料等
11億円

合
計

67,343
億円
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協会けんぽの財政構造（22年度決算）

収 入 7兆8,200億円
（収入と支出の差は累積赤字償還に充当）

支 出 7兆5,600億円

・ジェネリックの使用促進

・レセプト点検

・保健事業

・医療費情報の提供

医療費の
適正化

（注）端数整理のため、計数が整合しない場合がある。

保険料

6.7兆円

（86.1%）

国庫補助

1.1兆円

（13.5%）

雑収入等

300億円

（0.4%）

医療給付

4.1兆円

（54.1%）

高齢者医療

への拠出金

(介護を除く)

2.8兆円

（37.4%）

現金給付

0.5兆円

（6.9%）

健診・

保健指導

600億円

（0.8%）

協会

事務経費

300億円

（0.5%）

国からの

支出等

300億円

（0.4%）
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平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

58,214 56,636 60,167 60,221 60,667 61,442 62,677 62,013 59,555 67,343
(▲ 1.1 %) (▲ 2.7 %) (6.2 %) (0.1 %) (0.7 %) (1.3 %) (2.0 %) (▲ 1.1 %) (▲ 4.0 %) (13.1 %)

9,057 9,091 8,321 7,942 7,963 7,888 8,201 9,093 9,678 10,543
(2.0 %) (0.4 %) (▲ 8.5 %) (▲ 4.6 %) (0.3 %) (▲ 0.9 %) (4.0 %) (10.9 %) (6.4 %) (8.9 %)

173 181 206 163 133 157 174 251 501 286
(1.8 %) (4.6 %) (13.8 %) (▲ 20.7 %) (▲ 18.6 %) (18.0 %) (10.8 %) (44.3 %) (99.6 %) (▲ 43.0 %)

67,444 65,909 68,695 68,326 68,764 69,487 71,052 71,357 69,735 78,172
(▲ 0.7 %) (▲ 2.3 %) (4.2 %) (▲ 0.5 %) (0.6 %) (1.1 %) (2.3 %) (0.4 %) (▲ 2.3 %) (12.1 %)

42,524 41,008 38,534 38,956 40,501 40,851 42,683 43,375 44,513 46,099
(0.6 %) (▲ 3.6 %) (▲ 6.0 %) (1.1 %) (4.0 %) (0.9 %) (4.5 %) (1.6 %) (2.6 %) (3.6 %)

37,634 36,331 33,625 33,754 35,173 35,326 37,431 38,572 39,415 40,912
(1.1 %) (▲ 3.5 %) (▲ 7.4 %) (0.4 %) (4.2 %) (0.4 %) (6.0 %) (3.0 %) (2.2 %) (3.8 %)

4,890 4,677 4,909 5,203 5,328 5,526 5,252 4,803 5,098 5,188
(▲ 3.5 %) (▲ 4.4 %) (5.0 %) (6.0 %) (2.4 %) (3.7 %) (▲ 5.0 %) (▲ 8.5 %) (6.1 %) (1.8 %)

27,652 29,827 28,272 25,881 25,851 26,506 28,740 29,016 28,773 28,283
(7.8 %) (7.9 %) (▲ 5.2 %) (▲ 8.5 %) (▲ 0.1 %) (2.5 %) (8.4 %) (1.0 %) (▲ 0.8 %) (▲ 1.7 %)

9,449 10,961 12,100

（ -） (16.0 %) (10.4 %)

13,131 15,057 14,214 (注５)

（ -） (14.7 %) (▲ 5.6 %)

21,836 23,288 21,579 18,993 17,900 17,200 17,712 1,960 1 1
(6.2 %) (6.6 %) (▲ 7.3 %) (▲ 12.0 %) (▲ 5.8 %) (▲ 3.9 %) (3.0 %) (▲ 88.9 %) (▲ 99.9 %) (▲ 19.3 %)

5,816 6,539 6,693 6,888 7,951 9,306 11,028 4,467 2,742 1,968
(14.4 %) (12.4 %) (2.4 %) (2.9 %) (15.4 %) (17.0 %) (18.5 %) (▲ 59.5 %) (▲ 38.6 %) (▲ 28.2 %)

- - - - - - 9 12 0
（ -） (33.3 %) (▲ 100.0 %)

1,499 1,242 1,185 1,084 993 1,013 1,020 1,257 1,342 1,249
(▲ 1.6 %) (▲ 17.1 %) (▲ 4.6 %) (▲ 8.5 %) (▲ 8.4 %) (2.0 %) (0.7 %) (23.2 %) (6.8 %) (▲ 6.9 %)

71,675 72,077 67,991 65,921 67,345 68,370 72,442 73,647 74,628 75,632
(3.2 %) (0.6 %) (▲ 5.7 %) (▲ 3.0 %) (2.2 %) (1.5 %) (6.0 %) (1.7 %) (1.3 %) (1.3 %)

▲ 4,231 ▲ 6,169 704 2,405 1,419 1,117 ▲ 1,390 ▲ 2,290 ▲ 4,893 2,540

5,526 ▲ 649 ▲ 174 2,164 3,695 4,983 3,690 1,539 ▲ 3,179 ▲ 638

(▲ 0.7%) (▲ 2.1%) (▲ 0.9%) (0.5%) (0.7%) (1.5%) (1.8%) (▲ 0.2%) (▲ 1.0%) (0.3%)

被保険者数 19,564,396人 19,160,150人 18,989,053人 19,089,854人 19,229,943人 19,521,941人 19,879,168人 19,830,081人 19,623,679人 19,677,269人

(▲ 0.2%) (▲ 0.7%) (▲ 0.8%) (▲ 0.5%) (▲0.0%) (▲ 0.1%) (0.7%) (0.1%) (▲ 1.8%) (▲ 1.4%)

平均標準報酬月額 289,112円 286,979円 284,544円 283,208円 283,141円 282,990円 284,930円 285,156円 280,149円 276,217円

(▲ 3.9%) (▲ 4.2%) (▲ 3.3%) (▲ 1.8%) (0.1%) (▲ 0.6%) (▲ 1.3%) (▲ 4.0%) (▲ 9.2%) (3.6%)
1.75ヶ月 1.68ヶ月 1.62ヶ月 1.60ヶ月 1.60ヶ月 1.59ヶ月 1.57ヶ月 1.51ヶ月 1.37ヶ月 1.42ヶ月

被保険者１人当たり (1.9%) (▲ 1.4%) (▲ 6.6%) (▲ 0.1%) (3.5%) (▲ 1.1%) (4.1%) (3.3%) (3.3%) (3.5%)
医療給付費 192,062円 189,369円 176,906円 176,664円 182,763円 180,827円 188,187円 194,423円 200,771円 207,827円

（注１） 基礎計数は、一般被保険者分。

（注２）（ ）内は、対前年度伸び率。

（注３） 端数整理のため、計数が整合しない場合がある。
（注４） 平成13年度には上記収支とは別に、過去の国庫補助繰延に係る一般会計からの措置として2,885億円が計上されている。
（注５） 平成22年度の後期高齢者支援金は、7月より後期高齢者支援金の1／3について加入者人数割りから総報酬割りに変更されたことが影響している。

-

- - - - - -

- - - - --

-

老 人 保 健 拠 出 金

退 職 者 給 付 拠 出 金

区 分

準 備 金 残 高

収

入

医 療 給 付 費

支

出

保 険 料 収 入

国 庫 補 助

そ の 他

計

保 険 給 付 費

平成22年度

（単位：億円）

政府管掌健康保険及び全国健康保険協会管掌健康保険の単年度収支決算（医療分）の推移

基

礎

計

数

現 金 給 付 費

前 期 高 齢 者 納 付 金

後 期 高 齢 者 支 援 金

拠 出 金 等

平均賞与月数

-病 床 転 換 支 援 金

そ の 他

計

単 年 度 収 支 差
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